
多層断面構造溶接ワイヤの特徴と今後の展開
純Arガスシールドアーク溶接

　溶接ワイヤをCO2ガスやCO2‐Arの混合

ガスでシールドして大気中の窒素や酸素

の溶接金属への混入を防ぐ溶接方法は

ガスシールドアーク溶接と呼ばれ、広く一般

に用いられています。また、シールドガスに

純Arを用いるガスシールド溶接（MIG）に

すると、溶接金属中の酸素量が著しく低く

なり、溶接金属の靭性を大きく向上できる

ことが知られています。ところが、シールドガ

スを純ArとしてMIG溶接を行うと、ワイヤ先

端から供給される溶融金属の流れが不安

定となり、健全な溶接施工ができなくなって

しまうという問題がありました。

多層断面構造溶接ワイヤの開発と今後の展開

　この問題に対して、（独）物質・材料研

究機構（NIMS）が、化学組成がワイヤの

半径方向で異なる多層断面構造の溶接

ワイヤを用いると、純Arシールドでもアーク

が安定するとの研究結果を発表し1）、純

Arシールド溶接においても健全な溶接施

工が行える可能性を示しました。写真12）は、

従来のワイヤと多層断面ワイヤを用いて純

Arシールドアーク溶接を行った時のワイヤ

先端部で溶融金属が移行する状況を示

しています。写真22）は、多層断面ワイヤの

断面写真の例です。

　一方、同時期、Ni線と粉末を内包する

多層断面溶接ワイヤの開発を行っていた

日本ウエルディング・ロッド㈱はNIMSの概

念に興味を持ち、NEDOの産業技術実用

化開発への助成事業に応募して、多層断

面溶接ワイヤの製造技術開発を開始し、

これまでに多種類の多層断面溶接ワイヤ

の製造技術を確立してきました。当社も、こ

の開発に加わり試作ワイヤで溶接した溶

接金属の性能評価を行いました。この開

発の過程で、多層断面構造ワイヤには純

Arシールド溶接のアーク安定化の他にも

多くの新機能があることも分かってきました。

　本ワイヤはNIMS及びNEDOの「鉄鋼

材料の革新的高強度・高機能化基盤研

究開発」プロジェクトにもサンプル提供され

ています。さらに多層断面構造ワイヤの特

長を活かして、高溶着効率のアーク溶射

材料の開発等にも取り組む等、広い産業

分野へ展開されています。

お問合せ先：材料技術事業部　寺嶋　久榮
terashima@jfe-tec.co.jp

写真1　純Arシールドアーク溶接における溶融金属の移行
（1）従来ワイヤ （2）多層断面ワイヤ

写真2　多層断面構造ワイヤの断面形状の例
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Chemical Analysis with High Sensitive Detection

分析・評価事業部　磯部　健
isobe@jfe-tec.co.jp
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定量の極限を目指す化学分析（2）
～微量分析としてのICP（その2）LA-ICP-MS～

 Microbeam Analysis for Nano-structure

微細構造を明らかに
する物理解析（2）
～ナノ構造にせまるTEM観察技術-2 TEM-EELS分析～

図2　鉄釘分析におけるSbの化学分析値とLA-ICP-MS分析値の相関

TEM-EELS法の特徴

　前号で、透過電子顕微鏡（TEM: Trans-

mission Electron Microscopy）についての

説明をしました。本号では、分析機能につ

いて特徴的な電子エネルギー損失分光

法（EELS: Electron Energy Loss Spectros-

copy）機能の説明をします。

　薄膜試料に入射した電子は、内殻励起

やプラズモン励起などの素励起を引き起こし、

エネルギーを失います（非弾性散乱）。こ

の損失エネルギーは元素に固有なもので、

エネルギーに対する強度を測定するEELS

法により元素の分析が可能になります。

EELSの特徴は、（1）入射電子により励起

された特性X線を測定するEDX分析同様、

FE（Field Emission）型TEMに組み合わせ

るとnmオーダの局所分析が可能、（2）Liを

含み軽元素側の感度が良い、（3）元素情

報だけでなく化学結合状態の解析が可能、

という利点があります。

EELSの測定例

　図に、DLC（ダイヤモンド・ライク・カーボン）

皮膜のカーボンのEELSスペクトルを示します。

ピーク立ち上がりの部分から50eV程度の

構造はELNES（Energy Loss Near Edge 

Structure）とも呼ばれ、C原子の化

学状態を反映しています。295eV付

近のブロードなピークは、ダイヤモンド

的であることを示しています。約

285eVの鋭いピークはグラファイト的

な成分特徴です。従って、このDLC

はグラファイト成分をわずかに含むダ

イヤモンド的な皮膜であることが分

かります。このように、EELSスペクト

ルの形状を細かく解析すると、DLC

皮膜の化学状態を簡便に評価する

ことが可能です。なお、ELNESより

高いエネルギー領域の構造を用いると、特

定の原子の配位構造を調べることも可能

です。

　以上のように、TEM-EELSを用いると、

DLCのような炭素材料だけでなく、金属中

の非金属析出物、電子材料に用いられる

各種化合物薄膜など、ナノレベルでの構

造を制御している各種材料へ応用が可

能です。

　

レーザーアブレーションICP質量分析

　分析試料の表面にレーザー光を照射

すると、そのエネルギーは熱エネルギーに

変換され、照射部分が溶融状態となり、試

料表面から超微粒子を生成し、蒸発します。

この超微粒子は、キャリアガスによりICP-

MS（分析装置）に搬送され、イオン化され

ることにより、試料の含有元素の定量分析

（主成分から微量成分まで）が

可能です。この分析システムは

LA-ICP-MS（レーザーアブレーショ

ンICP質量分析）と呼ばれており、

特に微量成分分析では、固体

を直接分析できる高感度分析

法の一つとして有効な分析方

法となっています。

LA-ICP-MSによる分析例

　図1は、鉄鋼中の微量Asおよ

び微量Sbの定量分析のために

作成した検量線の一例です。横軸は使用

したNIST（米国標準局）製の認証標準物

質のAsおよびSbの認証値で、縦軸はLA-

ICP-MSで得られたSbおよびAsイオン測定

強度を、Feイオン測定強度比で算出したイ

オン強度比です。得られた検量線の直線

性が良好であり、高い信頼性を有する定

量分析法といえます。図2は、江戸時代の

鉄釘（1.5mm角程度の微少量試料）の微

量Sbを定量分析した結果です。LA-ICP-

MSによる分析結果と、同一試料の化学分

析法による分析結果と、ほぼ一致しています。

このように、レーザー照射条件を選択する

ことで、微少量試料（数100ミクロンの測定

領域）の測定でも、微量成分を含むバルク

の分析が可能となりました。もちろんLA-

ICP-MSの特徴である20ミクロン程度の範

囲の局所分析や、数10ミクロン程度の厚さ

の深さ方向分析も可能です。

　本分析システムは、電導性、非電導性

材料を問わずに固体を直接分析できるこ

とから、金属材料以外にもセラミックス、樹脂、

電子材料等を対象に、様 な々分野で幅広

くご利用いただいています。
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図1　LA-ICP-MSによるAsおよびSbの検量線
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図　DLC皮膜のTEM-EELS測定例
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Environment and Energy

環境技術事業部　深田尚平
fukada@jfe-tec.co.jp

環境・エネルギー（6）
～環境プロセスの提案（排水処理）（2）～

Surface Treatment Products and Their Endurance Life Evaluation 

材料技術事業部　向原文典
mukaihara@jfe-tec.co.jp

表面処理製品の耐久寿命評価（3）
～塗装金属製品の耐久寿命評価～

　今号では、当社の排水処理への取り組

みの一例を紹介いたします。

潤滑液の入った排水の処理方法

　回転機器の潤滑と冷却を兼ねた排水

の処理法検討依頼がありました。潤滑に

は水溶性の作動液が用いられ、水質分析

の結果からCODが排水基準の20mg/Lを

わずかに超えるため、そのままでは排出で

きないことが判明しました。

処理法の選定

　通常の油であれば、水には溶解しにくい

ため、浮上法等の分離法でたやすく処理

できますが、この場合はそう簡単ではありま

せんでした。潤滑性を長期間維持させる

物質であるため、非常に安定で処理しにく

い物質であることが判明しました。表に処

理法案と実験室規模での試験結果を示

します。排水基準の20mg/Lを安定的にク

リアするためにはCOD除去率が50%以上

必要であり、かつ処理コストも安価が望まし

いことから、総合して活性炭吸着法および

オゾン酸化法を選定しました。

活性炭吸着法およびオゾン酸化法

　活性炭吸着法の吸着概念図を図1に

示します。作動液成分は、活性炭の無数

に存在する細孔に入り込み、細孔内表面

に吸着して分離されます。活性炭がこれ

以上吸着できない状態になったら、交換す

ることとなります。

　オゾン酸化法の有機質酸

化の反応経路を図2に示しま

す。（1）オゾン分子中の酸素

による直接酸化反応、（2）ヒ

ドロキシルラジカル（OH・）によ

るラジカル反応で、酸化分解

させます。オゾンは時間の経

過とともに次第に自己分解する残留性の

低い物質であるため、後段へのオゾンの

影響は低位です。

実証プラント試験

　以上の実験室規模の結果からいきなり

実際の設備を製作するのはリスクが高い

ため、実証プラントで実際の排水を用いた

連続処理実験を行います。当社はこのよう

にして得られた確かなデータを基に、設備

製作を進めています。

　

　塗装金属製品の耐久寿命は、上塗り

塗膜表面の耐久性と塗膜の層間や塗膜

と金属の接着耐久性の2つに分けて総合

的に評価します。

上塗り塗膜表面の耐久性

　上塗り塗膜は、着色顔料や防食顔料を

含む熱可塑性樹脂や熱硬化性樹脂の膜

です。塗装金属製品が屋外で使用されて

いると、その表面は紫外線や熱にさらされ

て樹脂の劣化が起こります。この結果、塗

膜の色調や光沢が変化して美観が損な

われ、さらにはチョーキング*と呼ばれる現

象や割れが発生して塗膜の防食性能が

低下します。上塗り塗膜の耐久性を評価

する試験には、サンシャインウェザオメーター

試験やキセノンウェザオメーター試験があ

ります。サンシャインウェザオメーター試験は、

炭素電極のアーク放電で発生する強い

光を塗装した試験片に照射する試験です。

200～400時間の試験が1年間の屋外暴

露に相当します。太陽光に最も近似した

キセノンアークを光源とする試験がキセノ

ンウェザオメーター試験で、欧米を中心に

最近よく行われるようになりました。

塗膜の層間や塗膜と金属の接着耐久性

　塗装した金属製品でも塗膜の中に浸

透した水分が金属の表面に達すると金

属の腐食が起こり、やがて塗膜がはがれ

ていきます。また、塗膜の層間でも浸透し

た水によるはがれが起こります。塗

装金属製品の接着耐久性試験

には、温水浸漬促進試験や温度

勾配試験があります。温水中で水

を浸透させる温水浸漬試験では

水の透過速度が小さく、耐久寿命

の評価に半年から数年もの時間

がかかります。温度勾配試験は、

金属側の温度より塗膜表面の温

度を高くすることによって水の透過速度を

高める試験方法です。この方法では、図

に示すように塗膜側と金属側の温度差を

変えてデータをとり、それらのデータを外挿

して実使用条件での耐久寿命を評価でき

ます。また、2ヶ月程度で耐久寿命を評価

できるという利点があります。

*チョーキング：塗装面の表層樹脂が劣化し、

塗料の着色顔料がチョーク（白墨）のよう

な粉状になって顕われる現象や状態をい

います。
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図　温度勾配試験による塗膜の接着耐久寿命の評価

表　候補とした排水処理法と試験結果
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　昨年末頃から、「ワークシェアリング」と

いう言葉をニュースなどでよく耳にしますが、

特許の世界では数年前から使われていま

す。そこで、特許の世界でいう「ワークシェ

アリング」とは何か、以下に紹介します。

ワークシェアリングとは

　経済のグローバル化により、近年、外国

への特許出願件数が世界的に急増して

います（図参照）。外国出願は、同一内容

で複数国に出願されるケースが多く、これ

らの出願を各国の特許庁が別 に々審査し

ていたのでは非効率的です。そこで、日・米・

欧の三極が中心となり、各国の特許庁が

先行文献調査（サーチ）や審査結果を相

互に利用することが検討されています。こ

れが、特許の世界の「国際的ワークシェア

リング」です。そして、これまでに種々のワー

クシェアリング手法が提案され、徐々に実

行に移されています。

SHARE（Strategic Handling of Applications

for Rapid Examination）

　第1庁（最初に出願された特許庁）が最

初に出したサーチ・審査結果を発信し、他

庁がそれを利用するという、米国が提案し

た枠組みです。

特許審査ハイウェイ（PPH）

　第1庁で特許になった出願について、そ

の審査結果を他庁に提供するとともに、他

庁において優先的に審査を受けられると

いう、日本が提案した枠組みです。

優先権基礎出願の早期審査着手（JP-FIRST）

　日本に最初に出願され、パリ優先権主

張の基礎となる出願について、早期に審

査着手し、その結果を他庁へ早期に発信

するという日本の特許庁独自の施策です。

ワークシェアリングによる効果

　これらの世界的なワークシェアリングによっ

て、各国特許庁における審査業務の効率

化が図られるだけでなく、各庁の審査レベ

ルの調和や質の向上にも繋がり、出願人

の利益にもなるものと期待されています。

図　世界の特許出願総数

～特許の世界のワークシェアリング～
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1.4倍
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